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都心南部・多摩東部の被害想定の区市比較
（冬・18時・風速8m：全壊・焼失の重複を除去）

被 害 項 目
都心南部地震（２０２２） 多摩東部地震（２０２２）

区 部 多摩部 区 部 多摩部

人
的
被
害

死 者 人 ５,７２２ ４２６ ３,７６９ １,２１７

原
因
別

揺れ 人 ３,４３４ ２３２ ２,４０８ ６６０

火災 人 ２,２８８ １９４ １,３６１ ５５７

負 傷 者
（うち重傷者）

人
８４,９６５
（１２,８６５）

８,４７０
（９６３）

６２,１０７
（８,７７０）

１９,５０２
（２,６７１）

原
因
別

揺れ 人 ７５,４１３ ８,０７５ ５６,５６０ １７,７８０

火災 人 ９,５５２ ３９５ ５,５４７ １,７２２

物
的
被
害

建物被害 棟 １８０,３１３ １４,１１８ １２０,０２３ ４１,４９４

原
因
別

全壊 棟 ７７,０３１ ５,１６８ ５５,３８０ １４,７２９

焼失 棟 １０３,２８２ ８,９５０ ６４,６４３ ２６,７６５

避難者（最大） 人 ２７２万 ２７万 ２１５万 ６０万

帰宅困難者 人 ３６８万 ４８万 ３６８万 ４８万

全損棟数の分布率 ９３.７％ ６.３％ ７４.３％ ２５.７％
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2010-20年の建物現況の変化

※ 固定資産税台帳の基準日はR4、H22/1/1データ
※ 旧／中／新の各築年区分は次のとおり。

木造：～S37／S38～S55／S56～H12／H13以降
非木造：S45年以前／S46～S55／S56年以降

建物倒壊に関する被害想定の基礎データ（固定資産税台帳ベース）に見る

１９８１～２０００年までに着工された木造建
物の耐震性の補強・強化を検討すべきで、
全て2000年基準を満たすと被害激減！

２０１０ ２０２０
増減棟数

建物棟数 構成比 建物棟数 構成比

木
造

旧築年 ２３４,２１１ 11.70％ １６１,２２８ 8.18％ -７２,９８３

中築年 ７３１,３７３ 36.50％ ５３１,６３８ 26.96％ -１９９,７３５

新築年（1981- 00）
１,０３９,９９８ 51.90％

６１４,２７９ 31.15％
+２３９,３８０

新築年（2001以降） ６６４,８９９ 33.71％

合 計 ２,００５,５８２ 100.0％ １,９７２,０４４ 100.0％ -３３,５３８

非
木
造

旧築年 ５９,５６６ 7.30％ ５３,７３９ 6.45％ -５,８２７

中築年 １３９,２７８ 17.10％ １２４,１９３ 14.92％ ｰ１５,０８５

新築年 ６１４,９３７ 75.60％ ６５４,６０５ 78.63％ +３９,６６８

合 計 ８１３,７８１ 100.0％ ８３２,５３８ 100.0％ +１８,７５７

総 計 ２,８１９,３６３ － ２,８０４,５８２ － －１４,７８１
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地震被害は連鎖している

建
物
の
耐
震
性

地
震
動

建物全壊
の減少

出火数
の減少

建物焼失
の減少

死者･避難者
の減少

帰宅困難者
の早期帰宅

建物全壊
の増大

出火数
の増大

死者･避難者
の増大

建物焼失
の減少

帰宅困難者
の長期滞留

有

無



東京の地震対策の課題①住宅の耐震化

•深夜の災害が最も死者が多くなるのは、全ての人
が家にいる時間帯だからだ。

•住宅の耐震化こそ、地震対策の基本である。

●都心南部地震の全壊８万２千棟の軽減には、

①１９８１年以前の８７万棟の新耐震基準に強化

②１９８１〜２０００年の木造６１万棟の

“国もやっていない”２０００年基準に強化で、

•全壊８万２千棟➡１万４千棟に軽減できる。

●室内の家具固定でも、死者を軽減できる。

•死者２４０人 ➡ 固定率 ７５％で１４０人

➡ １００％で ４０人 に



防災・減災対策による被害軽減効果（冬・夕方/風速8ｍ/s）

耐震化の
推進

家具転倒
防止対策

項目 現況 促進① 促進②

耐震化の推進
住宅の耐震化率

92% など
耐震化率100%
（1981年基準）

2000年基準

○ 建物耐震化等の現況に基づく被害量から、今後対策を進めた場合の被害軽減効果を推計

○死者・全壊棟数は、前
回想定から３～４割減
少

○さらに対策を進めるこ
とで、死者数、全壊棟
数を減少させることが
可能と推計

死者数
約5,100人

全壊棟数
約11万棟

約3,200人

約８.1万棟
約1,200人

約３.2万棟
約500人
約1.4万棟

今回想定結果 1981年基準 2000年基準

約８割減少

約６割減少

前回想定結果

約３～
４割減少

今回想定結果 促進① 促進②

死者数
約260人

約240人

約140人
約40人

約８割減少

約４割減少

前回想定結果

約１割減少

○死者は前回想定の１割減少

○さらに対策を進めることで、
死者数を減少させることが
可能と推計

○促進①
固定率75%（転倒10%）

○促進②
固定率100%(転倒10%)

項目 現況 促進① 促進②

家具等の転倒・落下等防止対策実施率の向上 57.3% 75% 100%

※死者数は、揺れによる建物被害による
死者数で有り、ブロック塀等の死者数
等を含まない。
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住宅の耐震化は地震火災も防ぐ

①出火率の低減化

•地震火災の６割を占
める電気火災の防止

• 「感震ブレーカー」の
普及

②初期消火の徹底

• 「消火訓練」＋

「消火活動空間」

•住宅の耐震化＋家具
の固定が活動空間を
確保する！
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死者数
約4,100人

焼失棟数
約20万棟

約2,500人

約12万棟 約800人

約４万棟 数300人
約1.4万棟

今回想定結果 促進① 促進②

約９割減少

約７割減少

前回想定結果

約３～
４割減少

防災・減災対策による被害軽減効果（冬・夕方/風速8ｍ/s）

出火防止
対策の
推進

○ 建物耐震化等の現況に基づく被害量から、今後対策を進めた場合の被害軽減効果を推計

項目 現況 促進① 促進②

（１）電気を要因とする出火の低減 8.3% 25% 50%

（２）初期消火率の向上 36.6% 60% 90%

○死者・焼失棟数は、前回
想定から３～４割減少

○さらに対策を進めること
で、死者数、焼失棟数の
減少が可能であると推計

○促進①
感震ブレーカーの設置

○促進②
消火訓練
＋消火活動空間の確保
＝家具の固定＋耐震化

各種対策を推進することにより、被害を大幅に軽減することが可能

※焼失棟数は揺れ等による被害との重複除去を行う前の値
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東京都の地震対策の課題 ②・③
②火災から命を守る広域避難問題
区部：２２１の「避難場所」への広域避難
・避難情報 ・インクルーシブ避難

③二つの帰宅困難者問題
・都心にあふれる帰宅困難者滞留問題（A）
・郊外住宅地での帰宅困難者不在問題（B）

都心南部直下地震火災
全 焼 １１万２千棟
焼失住戸 ３５万戸？
死 者 ２,５00人



②地震火災から命を守る「広域避難問題」

• 区部の地震火災時の「広域避難計画」は、居住者と就業者の
“マイタイムライン”になっているか。

• 自宅の、就業先の都が指定した避難場所を知っているか？

• 「避難情報」はどのように出されるのか、知っているか？

• 誰も取り残さない“インクルーシブ避難”の体制は？

③二つの「帰宅困難者問題」がある

（A）都心に滞留する「帰宅困難者の滞留問題」

（B）郊外で家族が帰って来ない「帰宅困難者不在問題」

• 1982年に「帰宅困難者問題」を提起した時には、

「帰宅困難就業者」と「帰宅困難居住者」を定義し、

• 郊外では“高齢者・子供・母親”で、又は“高齢者・子供”だけで、
震災後の数日を過ごすことになる問題を提起していた。」



東京都の地震対策の課題 ④・⑤

都心南部直下地震
全 壊 ８万２千棟
焼失住戸 ２５万戸？
死 者 ３,８00人

④孤独死（関連死）を防ぐ「在宅避難」支援
・「避難所運営マニュアル」から

「避難生活地域運営マニュアル」への転換

⑤複合災害に備える「複眼的防災」を
・「洪水想定区域」は最も「揺れやすい地盤」

・「洪水タイムライン」と「震災リスクストーリー」で



④在宅関連死を防ぐ「在宅避難生活支援地域運営」を

• コロナによる分散避難と避難所の三密防止によって、ようやく、

避難生活の国際水準「スフィア基準」を満たした。

• 震災時も、風水害時も、「避難所運営マニュアルでなく」、在宅避

難を基調に、必要な支援を公平・平等に届ける 「○○地域

避難生活地域運営マニュアル」に。

⑤都民にも複合災害に備える「複眼的防災」を

• 「洪水想定区域」とは過去に水害を繰り返してきた地盤であ
り、液状化の可能性の高い「揺れやすい地盤」である。

• その居住者が、地震対策と同時に水害対策にも取り組むよ
うな、複眼的防災の重要性を自分事として取り組むように、
“マイタイムライン”に加えて、地震時の“マイリスクストー
リー”を書き込んで備える取組を開発していくべき。


